
調 査 方 法 の 概 要

１． 調 査 の 目 的
この調査は，統計法に基づく基幹統計として「法人企
業統計調査規則」（昭和４５年大蔵省令第４８号）に基づい
て行うもので，我が国における法人の企業活動の実態を
明らかにすることを目的としたものである。

２． 調査の対象と方法
我が国の営利法人等を調査対象とし，その中から無作
為抽出により標本法人を選定する。営利法人等とは，本
邦に本店を有する合名会社，合資会社，合同会社及び株
式会社並びに本邦に主たる事務所を有する信用金庫，信
用金庫連合会，信用協同組合，信用協同組合連合会，労
働金庫，労働金庫連合会，農林中央金庫，信用農業協同
組合連合会，信用漁業協同組合連合会，信用水産加工業
協同組合連合会，生命保険相互会社及び損害保険相互会
社をいう。
また，文中における金融業、保険業とは，銀行業，貸
金業，クレジットカード業等非預金信用機関，金融商品
取引業（第一種金融商品取引業であって有価証券関連業
に限る），その他の金融商品取引業，商品先物取引業，
生命保険業，損害保険業，その他の保険業を集約したも
のである。
標本法人に全国の財務局及び財務事務所等を通じて調
査票を郵送し，自計記入を依頼する方法により調査を
行っている。
なお，平成１５年度調査からインターネットを利用した

オンラインによる提出も可能となっている。

３． 標本法人の選定方法
平成２３年３月末現在の法人名簿その他財務省資料によ
り全国の営利法人等（資本金１億円未満の法人について
は，平成２２年１０月末現在）を業種ごとに以下の抽出数に
より標本法人を選定した。
〔金融業、保険業以外の業種〕
１千万円未満約４，０００社，１，０００万円以上２，０００万円未
満約４，０００社，２，０００万円以上５，０００万円未満約４，０００
社，５，０００万円以上１億円未満約２，０００社，１億円以上５
億円未満約１０，０００社，５億円以上１０億円未満全数，１０億
円以上全数
〔金融業、保険業〕
１，０００万円未満約３，０００社，１，０００万円以上１億円未満約

４，０００社，１億円以上１０億円未満全数，１０億円以上全数

４． 調 査 の 期 間
平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの１年間

を上期（４月から９月まで）及び下期（１０月から翌年３
月まで）に区分し，各期中に決算期の到来した標本法人
の確定決算計数を調査した。

５． 集計及び推計の方法
回収された調査票を業種別・資本金階層別に集計し，
これを母集団に拡大して推計値を算定した。

推計値＝ 集計値
集計法人数

×母集団法人数

なお，集計にあたり，年２回決算の法人については，
資産・負債及び純資産の計数は下期の決算計数，損益の
計数は上期・下期の決算計数の合計額を使った。

６． 業 種 の 分 類
日本標準産業分類に基づき下記のとおり分類した。
なお，業種は当該法人の売上高（注）により決定し
た。数種の事業を兼業している場合は，売上高の最も多
い事業をその法人の業種とした。
（注）ただし，銀行業，生命保険業及び損害保険業については経常

収益，貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関，金融
商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証券関連業
に限る），その他の金融商品取引業，商品先物取引業及びそ
の他の保険業については営業収益によって決定した。

本調査の分類 日本標準産業分類
農 業 ， 林 業 農業，林業
漁 業 漁業，水産養殖業

鉱業，採石業，
砂利採取業 鉱業，採石業，砂利採取業

建 設 業 総合工事業，職別工事業，設備工事
業

食料品製造業 食料品製造業，飲料・たばこ・飼料
製造業

繊 維 工 業 繊維工業

木材・木製品製
造業 木材・木製品製造業（家具を除く）

パルプ・紙・紙
加工品製造業 パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業 印刷・同関連業
化 学 工 業 化学工業

石油製品・石炭
製品製造業 石油製品・石炭製品製造業

窯業・土石製品
製造業 窯業・土石製品製造業

鉄 鋼 業 鉄鋼業
非鉄金属製造業 非鉄金属製造業
金属製品製造業 金属製品製造業

２



はん用機械器具
製造業 はん用機械器具製造業

生産用機械器具
製造業 生産用機械器具製造業

業務用機械器具
製造業 業務用機械器具製造業

電気機械器具製
造業 電気機械器具製造業

情報通信機械器
具製造業

情報通信機械器具製造業，電子部
品・デバイス製造業

自動車・同附属
品製造業 自動車・同附属品製造業

その他の輸送用
機械器具製造業 輸送用機械器具製造業

その他の製造業 家具・装備品製造業，プラスチック
製品製造業，ゴム製品製造業，なめ
し革・同製品・毛皮製造業，その他
の製造業

電 気 業 電気業

ガス・熱供給・
水道業 ガス業，熱供給業，水道業

情 報 通 信 業 通信業，放送業，情報サービス業，
インターネット附随サービス業，映
像・音声・文字情報制作業

陸 運 業 鉄道業，道路旅客運送業，道路貨物
運送業

水 運 業 水運業
その他の運輸業 航空運輸業，倉庫業，運輸に附帯す

るサービス業，郵便業（信書便事業
を含む）

卸 売 業 各種商品卸売業，繊維・衣服等卸売
業，飲食料品卸売業，建築材料・鉱
物・金属材料等卸売業，機械器具卸
売業，その他卸売業

小 売 業 各種商品小売業，織物・衣服・身の
回り品小売業，飲食料品小売業，機
械器具小売業，その他小売業，無店
舗小売業

不 動 産 業 不動産取引業，不動産賃貸業・管理
業

リ ー ス 業 物品賃貸業

その他の物品賃
貸業

物品賃貸業（リース業に該当するも
のを除く）

宿 泊 業 宿泊業
飲食サービス業 飲食店，持ち帰り・配達飲食サービ

ス業

生活関連サービ
ス業

洗濯・理容・美容・浴場業，その他
の生活関連サービス業

娯 楽 業 娯楽業
広 告 業 広告業
純粋持株会社 純粋持株会社

その他の学術研
究，専門・技術
サービス業

学術・開発研究機関，専門サービス
業（他に分類されないもの），技術
サービス業（他に分類されないもの）

医療，福祉業 医療業，保健衛生，社会保険・社会
福祉・介護事業

教育，学習支援
業

学校教育，その他の教育・学習支援
業

職業紹介・労働
者派遣業 職業紹介・労働者派遣業

その他のサービ
ス業

廃棄物処理業，自動車整備業，機械
等修理業，その他の事業サービス
業，その他のサービス業

銀 行 業 銀行業，協同組織金融業
貸 金 業，ク レ
ジットカード業
等非預金信用機
関（以下「貸金
業等」という）

質屋，消費者向け貸金業，事業者向
け賃貸業，クレジットカード業，割
賦金融業，その他の貸金業，クレ
ジットカード業等非預金信用機関

金融商品取引業
（第一種金融商
品取引であって
有価証券関連業
に限る）

金融商品取引業（第一種金融商品取
引業であって有価証券関連業に限
る）

その他の金融商
品取引業，商品
先物取引業（以
下「その他の金
商」という）

その他の金融商品取引業，商品先物
取引業，補助的金融業

生 命 保 険 業 生命保険業
損 害 保 険 業 損害保険業
その他の保険業 少額短期保険業，保険媒介代理業，

保険サービス業

７． 調査項目の説明
本調査における会計に関する用語の定義は，原則とし
て「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則」
（昭和38年大蔵省令第59号）に準拠しているが，一部の
項目については，本調査独自のものとなっている。
⑴ 「その他の有形固定資産」，「無形固定資産」
減価償却累計額を控除したものである。
なお，無形固定資産については，コンピューターソフ
トウェアに関する会計基準が設定され，ソフトウェアが
無形固定資産に属するものとして計上されるようになっ
たことに伴い，平成13年度調査から，「無形固定資産」
を「ソフトウェアを除く無形固定資産」と「ソフトウェ
ア」に分割して調査を行い，公表することとした。
⑵ 「役員数」，「従業員数」，「役員給与」，「役員賞
与」，「従業員給与」「従業員賞与」

「役員数」は常勤，非常勤を問わず，経費としての給
与を受ける期中平均人員であり，「従業員数」は常用の
期中平均人員と，当期中の臨時従業員（延従事時間数を
常用従業員の平均労働時間数で除したもの）との合計で
ある。給与額，賞与額は，それぞれの人員に対して当期
中に支払うべきものであり，売上原価，製造原価及び販
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売費・一般管理費に含まれるものの合計額である。
出向者については，給与を支給した会社において記入
することになる。つまり，出向者の給与を出向先で支給
した場合は，出向先において「役員給与」「従業員給与」
「役員・従業員数」を計上することになる。また，出向
先が給与負担金等を出向元へ支出し，出向元が直接給与
を支給し決算書上「役員給与」「従業員給与」を計上し
たときは，出向元の「役員給与」「従業員給与」「役員・
従業員数」に含めることになる。
⑶「福利厚生費」
法定福利費，厚生費，福利施設負担額，退職給与支払
額（退職給付費用を含む）等，給与以外で人件費とみな
されるものの総額である。
⑷ 「租税公課」
収入課税の事業税（法人税等に含むものを除く），固
定資産税，自動車税，印紙税等の総額であり，法人税，
住民税及び所得課税の事業税は含まれていない。
⑸ 「特別法上の準備金（又は引当金）」
特定事業の公益性の観点から，その計上が特別の法律
により義務づけられているもので，本統計では，ガス熱
量変更引当金（ガス事業法第27条），渇水準備引当金（電
気事業法第36条），商品取引責任準備金（商品取引所法
第136条の22）及び特定都市鉄道整備準備金（特定都市
鉄道整備促進特別措置法第８条）等が該当する。
⑹ 「資本準備金」，「その他資本剰余金」，「利益準備
金」「積立金」「繰越利益剰余金」
純資産項目の，「資本剰余金」の内訳として，「資本準
備金」，及び「その他資本剰余金」があり，「利益剰余金」
の内訳として，「利益準備金」，「積立金」，「繰越利益剰
余金」がある。

８． 財務営業比率の算式

当座比率＝現金・預金＋受取手形＋売掛金＋有価証券
流 動 負 債

×１００

流動比率＝流動資産
流動負債

×１００

固定比率＝固定資産
純資産

×１００

自己資本比率＝純資産－新株予約権
総資本

×１００

総資本営業利益率＝ 営 業 利 益
総資本（期首・期末平均）

×１００

（注）期首・期末平均とは当年度調査における前期末と当期末の
計数の平均である。

総資本経常利益率＝ 経 常 利 益
総資本（期首・期末平均）

×１００

自己資本経常利益率＝ 経 常 利 益
純資産－新株予約権（期首・期末平均）

×１００

売上高営業利益率＝営業利益
売上高

×１００

売上高経常利益率＝経常利益
売上高

×１００

総資本回転率＝ 売 上 高
総資本（期首・期末平均）

有形固定資産回転率

＝ 売 上 高
有形固定資産（建設仮勘定を除く）（期首・期末平均）

棚卸資産回転期間＝棚卸資産（期首・期末平均）
売上高÷１２

売掛金回転期間＝（受取手形＋売掛金）（期首・期末平均）
売上高÷１２

買掛金回転期間＝（支払手形＋買掛金）（期首・期末平均）
売上高÷１２

信用供与率＝受取手形＋売掛金＋受取手形割引残高
支払手形＋買掛金

×１００

手元流動性

＝（現金・預金＋有価証券）（期首・期末平均）
売 上 高

×１００

借入金利子率

＝ 支払利息等
（短期・長期借入金＋社債＋受取手形割引残高）（期首・期末平均）

×１００

減価償却率＝ 減価償却費
その他の有形固定資産＋無形固定資産＋減価償却費

×１００

配当率＝ 中間配当額＋配当金
資本金（期首・期末平均）

×１００

配当性向＝中間配当額＋配当金
当期純利益

×１００

内部留保率
［平成１８年度調査以前］

＝当期純利益－（中間配当額＋配当金＋役員賞与）
当期純利益

×１００

［平成１９年度調査以降］

＝当期純利益－（中間配当額＋配当金）
当期純利益

×１００

（注）役員賞与は，平成１８年度調査以前では利益処分項目として
調査を行っていたが，平成１９年度調査以降は費用項目とし
て調査を行っている。

付加価値率＝付加価値額
売上高

×１００

［平成１８年度調査以前］
付加価値額＝営業純益（営業利益－支払利息等）＋役員給与＋従
業員給与＋福利厚生費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公

課

［平成１９年度調査以降］
付加価値額＝営業純益（営業利益－支払利息等）＋役員給与＋役
員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費＋支払利息等＋動
産・不動産賃借料＋租税公課

４



（注）役員賞与は，平成１８年度調査以前では利益処分項目として調査
を行っていたが，平成１９年度調査以降は費用項目として調査を
行っている。また，従業員賞与は，平成１８年度調査以前では従
業員給与に含めて調査を行っていたが，平成１９年度調査以降は
従業員給与に含めず単独項目として調査を行っている。

従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）

＝付加価値額
従業員数

労働装備率

＝有形固定資産（建設仮勘定を除く）（期首・期末平均）
従業員数

設備投資効率

＝ 付加価値額
有形固定資産（建設仮勘定を除く）（期首・期末平均）

×１００

９． 本調査結果利用上の注意
⑴ 付加価値とは企業が新たに創造した価値である。
本調査では営業純益（営業利益－支払利息等）に人件費（役
員給与，役員賞与，従業員給与，従業員賞与，福利厚生費），支払
利息等，動産・不動産賃借料及び租税公課を加えて算出した。
なお，全産業（金融業、保険業を含む）及び金融業、保険
業については付加価値は算出していない。
役員賞与は平成１８年度調査以前は利益処分項目であった
が，平成１９年度調査以降は費用項目となった。
⑵ 決算期を変更したため，決算期間が１年未満となった
法人の決算計数は，これを１年分の計数とみなして集計し
た。
⑶ 規模別統計表の「 」は，法人数が１社又は２社
のため当該欄を空欄とし，総額又は隣の欄に数値を加算した
ことを示す。

⑷ 当年度調査における前期末計数は，統計表の末尾に，
「業種別資産・負債及び純資産表（期首）」として掲載した。
⑸ ※は算式の分母が負数のもの，又は分子が零のもので
ある。
⑹ 昭和５０年度調査から業種分類の変更が行われた。
⑺ 平成２年の商法の改正に伴い，平成８年度調査から資
本金階層区分の変更が行われた。
⑻ 平成１０年以降企業会計基準等の変更が行われている
が，当調査は，基本的に企業会計基準に沿って経理処理され
た財務諸表上の計数について調査している統計であるため，
こうした会計処理方法の変更に伴う影響があることに留意す
る必要がある。
⑼ 調査方法の概要「５．集計及び推計の方法」における
調査対象法人数及び統計表における推計法人数を平成１２年度
調査から各々「母集団」に表記を改めた（定義は同じ）。
⑽ 平成１６年度調査より業種分類の変更（見直し等）が行

われた。
⑾ 平成１６年度調査から売上高，設備投資の２項目（全産
業，製造業及び非製造業の３系列）について，精度計算結果
を公表することとした。
⑿ 平成２０年度調査から，金融業、保険業を含めた調査を
実施している。これに伴い，「金融機関を子会社とする純粋
持ち株会社」を調査対象に加えた。
⒀ 平成２０年度調査から，郵政５社を含めた調査を実施し
ている。
⒁ 平成２１年度調査から，（株）商工組合中央金庫を含め
た調査を実施している。

１０． 調 査 票 集 計 状 況
（単位：社，％）

区 分 標 本 法 人 数 回 答 法 人 数 回 答 率

全産業（金融業、保険業を含む） ３６，２２９ ２８，１４８ ７７．７

全 産 業 ２９，９０３ ２３，４６８ ７８．５

製 造 業 ８，６６５ ７，２３１ ８３．５

非 製 造 業 ２１，２３８ １６，２３７ ７６．５

金 融 業、 保 険 業 ６，３２６ ４，６８０ ７４．０

資 本 金

１０ 億 円 以 上 ６，１３９ ５，５７８ ９０．９
（５，２７４） （４，７５７） （９０．２）

１億円以上１０億円未満 １１，５８９ ９，２１４ ７９．５
（１０，３１９） （８．１５２） （７９．０）

１．０００万円以上１億円未満 １３，１６０ ９，７８１ ７４．３
（１０，７４２） （８，１３７） （７５．７）

１，０００ 万 円 未 満 ５，３１４ ３，５７５ ６６．９
（３，５６８） （２，４２２） （６７．９）

（注）（ ）書きは，金融業、保険業を除いた数値である。
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